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『鳴り砂』2-133 号 別冊 2024 年 11 月 20 日 

 

－『福島原発事故分析検討会』の「非常用復水器に関する分析」について その１－ 

東電の運転操作責任＝「保安教育」の“後回し・先送り” 
 

『鳴り砂№308 別冊』（2024.3.20）で、久

しぶりに福島第一原発事故時の１号機非常用復

水器（ＩＣ）の運転操作問題を取り上げ、１号

機の早期炉心溶融・水素爆発を招いた最大の原

因は、地震直後に自動起動したＩＣを運転員が

手動停止したことで、それが保安規定第７７条

第３項「（原子炉の自動スクラムが発信した異

常時には）運転上の制限は適用されない。」と

の規定に反していることを明らかにしました。 

驚くべきことに、その後の７月２２日の規

制委『東京電力福島第一原子力発電所における

事故の分析に係る検討会』（以下「検討会」）

の第４７回会合で、今年度の「調査項目」の一

つに、「非常用復水器（IC）に関する分析」

（下線筆者。以下同じ）が挙げられているのを

“たまたま発見”しました。同検討会は、「非

常用復水器（IC）に関する事実関係を明らか

にし当該設備に対する疑問を解消するととも

に、ICを通して事故時対応の教訓を見出す」

ことを目的として、「①事故時のICの起動確

認等 ②ICの事故時運転操作手順書等 ③IC

への水の補給方法 ④IC冷却水の減少や除熱

効率 ⑤ICに関する解析 ⑥プラント状態の

把握及び組織内での情報伝達 ⑦運転員、事故

対処の方針を決める幹部等の設備への理解度や

教育訓練」について、「情報収集と議論をする

予定」とのこと。これは、規制庁令和元年９月

１１日付「東京電力福島第一原子力発電所事故

に係る継続的な調査・分析の進め方について」

で、今後の検討事項として「②原子炉冷却に係

る機器の動作状況」の中に「１号機非常用復水

器の動作条件、操作手順及び運転員への教育内

容」が挙げられていたことから、筆者も“待ち

焦がれて”いたものですが、やっと開始された

ようで、一安心です。 

付言すれば、『2024年度中間とりまとめ

（案）』に対するヒアリングで、どなたかが

「１号機・ＩＣの挙動や動作訓練に関する項目

が見当たりません」との意見を寄せていました

が＜2024.6.11第46回資料1-1＞、ＩＣ問題に注

目している方（どなたかご存知でしょうか？）

が他にもいるようで、非常に勇気づけられまし

た。 

 

それはさておき、規制庁は、ＮＨＫスペシ

ャル『メルトダウン』取材班「福島第一原発１

号機冷却「失敗の本質」」（講談社現代新書

2017）を参照したと思われ（＊筆者も熟

読）、同書指摘の「ＩＣ起動設定圧」と「ＳＲ

Ｖ（主蒸気逃し安全弁）動作設定圧」の変遷を

取り上げ、事故前の「2010年5月26日付けで申

請された保安規定変更認可申請書において、原

子炉圧力の異常上昇時に逃がし安全弁よりもス

クラムが優先して起動するように、原子炉圧力

高スクラム設定値を逃がし安全弁動作設定値よ

り低くなるように変更した。その際、ICにつ

いても逃がし安全弁より先に自動起動するよう

に、設定値を引き下げた」ことを紹介していま

した【47回資料2-1：４頁】。「１回目」では

まだ議論されていませんが、これは重要な検証

課題で、今後が楽しみです。 

ただし、規制庁の論点①～④に関する「１

回目」質問【資料2-1】に“甘さ・認識不足”

があることは否めず、それを逆手に東電は、特

に②について、後述のとおり、「新潟県技術委

員会（田中三彦さんが委員当時）」でも行なっ

た地震手順書隠しや「東電最終報告

（2012.6.20）」のオウム返しによる“自己正

当化”に終始しており【資料2-2】、事故から

13年半以上経過しても反省する姿勢など微塵

もありません。それも踏まえ、規制庁には、事

故後唯一ＩＣ問題を検証し続けた「同技術委員

会」の膨大な資料（＊筆者も参照）を「情報収

集」して、より詳細に「議論」してほしいと思

います。 

いずれにしても、せっかくのチャンスなの

で、その道の専門家もいる検討会が、どこまで

東電の“虚偽説明・情報隠し”を暴き、事故対

応・ＩＣ操作の不適切さ（＝損害賠償責任）を

明らかにできるのか、大いに注目したいと思い

ます。 

＜＊と書いていたところ、11月14日に２回目

が開催。本稿では言及しませんが、規制委・安

井氏からは「津波襲来時点までのＩＣの操作…

を理解し、今後の教訓を抽出する観点から」

の、ある程度“的を射た”考察・質問【48回

資料3-1】がなされていましたが、それに対

し、驚くべきことに東電は、「1F1のICの設

計・運転から得られた教訓の革新軽水炉への反

映について」【48回資料3-2】という“的外
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れ・論点逸らし”の資料を提出し、検討会の

「議論・検証」にまともに協力する姿勢すら示

しませんでした。東電は、柏崎刈羽原発再稼動

を見据え、福島原発事故の真相究明より、原発

回帰の政府が目指す「革新軽水炉」開発に貢

献・迎合することが最優先のようです。＞ 

 

本稿では、検討会の議論（や東電の法的責

任追及）に資するため（誰も見ないと思います

が(笑)）、『鳴り砂308』でも触れた、特に論

点②手順書問題に関する筆者のこの間の検証結

果（風の会学習会や『もっかい事故調』で発

表）を改めて紹介したいと思います＜＊上記

48回の安井氏の考察に一部重なるところがあ

ります＞。 

なお、論点①のＩＣの起動確認（蒸気発生

音確認）【資料2-1：10頁】については、後述

のとおり、規制庁の指摘【同：6-8頁】に対し

東電も特に反論していません【資料2-2：2-3

頁】が、論点⑥・⑦との関係での検証も必要で

す。また、論点③・④に関して、事故後初め

て、ＩＣの基本情報である「タンクの諸元」が

東電から公開されましたので【資料2-2：１

頁】、それに基づく定量的検証も今後行ないた

いと思います。 

 

◎「温度変化率遵守」は保安規定７７条３項や法３７条４項違反！ 

 

さて、論点②の最大の問題は、自動起動し

たＩＣの「手動停止理由」についてです。規制

庁は、東電が中間（2011.12.2）・最終

（2012.6.20）報告で繰り返し主張している

「操作手順書で定める原子炉冷却材温度変化率

５５℃／ｈが遵守できないと考え」という文書

を引用し【資料2-1：11頁】、「事故時運転操

作手順書（事象ベース）」（事象手順書）の

「原子炉圧力制御」段階では、ＩＣによる圧力

維持が記載されている一方、温度変化率遵守の

記載はなく、その後の「原子炉減圧操作」段階

でのみ温度変化率遵守が求められていることか

ら、「事故当時、手順書をどのように適用して

いたのか？」と、手順書の適用問題に囚われて

います。でも、手順書の基となるのは保安規定

であり、規制庁はせっかく保安規定第７７条を

参考資料に挙げ【資料2-1：18頁】、さらに、

東電自身が「事故時の保安規定では、原子炉冷

却材温度変化率が制限値を満足していないと判

断した場合には、原子炉冷却材温度変化率を制

限値以内に復旧することが求められておりま

す」【資料2-2：５頁】と述べ、最終的には保

安規定が温度変化率遵守の根拠と明言している

にもかかわらず、不思議にも規制委は、肝心の

保安規定第７７条とＩＣ手動停止との「整合

性」を直接問うてはいません。それに便乗して

か東電は、事故後の各種報告や「新潟県技術委

員会・2018.10.31資料№３－参考３」と同様

に、３．１１地震後の適用手順書は「原子炉ス

クラム事故、主蒸気隔離弁（ＭＳＩＶ）閉」だ

と主張し【資料2-2：４頁】、手順書論議に矮

小化しようとしています。 

それはさておき、論点②の最大の問題であ

る保安規定第７７条とＩＣ手動停止との「整合

性」は、既に『鳴り砂308』で指摘し、上記の

規制庁参考資料にも明記されているとおり、

「事故時の保安規定」では、自動スクラムなど

の異常発生時には、第７７条３項で「当直長が

異常の収束を判断するまでの期間」＜＊収束の

判断には「原子炉主任技術者の確認」が必要＞

は、第３節第３７条の「原子炉冷却材温度変化

率」などの「運転上の制限は適用されない」の

が“大原則”で、このような規定は、他の原発

の「保安規定」全てに記載のある、いわば“原

発の安全確保上の共通の大原則”です。 

したがって、温度変化率遵守による「ＩＣ

の手動停止」そのものが、保安規定第７７条に

反した不適切な操作だったことは明らかで、ひ

いては原子炉等規制法第３７条第４項（当時）

の「原子炉設置者及びその従業者は、保安規定

を守らなければならない」との規定にも反する

ものだったのです。だからこそ東電は、規制庁

の提示資料も無視して、第７７条について一言

も触れていない【資料2-2：4-5頁】のです。 

そのような保安規定や炉等規制法にも反す

る弁明を東電が未だに繰り返す最大の理由は、

既に『鳴り砂308』で述べたとおり、地震・ス

クラム・ＭＳＩＶ閉後の唯一の冷却手段であっ

た「ＩＣを手動停止」した極めて不適切な運転

操作（による冷却不足）が、事故の悪化・拡大

を招いた“最大の要因（人災）”だと東電自身

も認識しており、その責任追及を回避するため

であることは明らかです。そして、「ＩＣ手動

停止」の真の原因は、保安規定第７７条を運転

員らは十分に理解しておらず、温度変化率遵守

が重要だと思い込んだことにあり、その“無理

解・思い込み”の真の原因は、後述のとおり、

運転員らに対するＩＣ操作・保安規定の「教
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育・訓練不足」にあり、それは東電自身の責任 です。 

 

◎「手順書の適用問題」から見える「保安教育」の不備・軽視！ 

  

次に、今回の検討会でも、東電が相変わらず

３．１１地震後の適用手順書は「原子炉スクラ

ム事故、主蒸気隔離弁閉」【資料2-2：４頁】

だと主張していますので、その真の理由を検証

し、そこから浮かび上がる東電の「保安教育」

の不備・軽視の実態を明らかにしたいと思いま

す。 

 

⑴ 東電による「地震手順書」隠し 

 

『鳴り砂308』で言及したとおり、東電は、

上記「第１章 原子炉スクラム事故」の他に

も、「第２２章 自然災害事故 ２２－１ 大

規模地震発生」（以下「地震手順書」）を１号

機に備えていました。しかもそれは、事故約１

年前の２０１０年２月１１日施行の「１０３次

改訂」においてで、「大規模地震発生時の対応

手順」として「（１）自然災害編の新規作成

（大規模地震等により、長期間の外部電源喪失

並びに経由タンクへの補給不可となった場合の

Ｄ／Ｇ負荷の絞り込み手順を含む）」というこ

とで、“新規作成”していたのです（ちなみ

に、２号機では2010.1.23に、３号機では

2010.3.18に新規作成で、すなわち２⇒１⇒３

の作成順です）。 

そして、その地震手順書は、「震度５弱以

上または、地震加速度区分Ⅲ（基準点地震加速

度45gal以上）」の大きな地震発生を導入条件

として（地震でスクラムしない場合も規定）、

さらに「震度６強を超える大規模地震を想定

し、また耐震Ｃクラス系統・機器（外部電源、

…）の損傷を想定し」、また「自動スクラムの

場合」や「外部電源喪失の場合」などをも想定

していたのです。そして、3.11当日は「巨大地

震発生」⇒「自動スクラム」⇒「外部電源喪

失」⇒「主蒸気隔離弁閉」⇒ … という順に事

象が発生したので、最初の「地震発生」を導入

条件とする地震手順書に従うべきことは誰の目

にも明らかです。 

ところが、東電は、「地震」の後続事象で

ある「自動スクラム」を導入条件とする“慣れ

親しんだ”「原子炉スクラム事故」手順に従っ

た（後述のとおり、実はこれも不適切操作の原

因）と弁明する一方で、各種の報告でも今回の

検討会資料でも「地震手順書」には一切言及せ

ず、その存在を意図的・徹底的に隠していま

す。 

その第一の理由は、『鳴り砂308』でも触れ

たとおり、地震手順書に従っていれば事故の深

刻化を防げた可能性があったことから、地震手

順書を無視した事故対応・運転操作を行なった

ことの運転員＝東電の過失責任を隠すためだと

思われます。 

 

⑵ 地震手順書が求める運転操作で 

「炉心熔融」を防止できた可能性 

 

地震手順書は、地震発生時の操作ポイント

として‘原子力安全（止める・冷やす・閉じ込

める）の操作が最優先’だとしていますが、

３．１１地震後には自動スクラム（止める）は

成功しましたので、次のポイントは冷却（冷や

す）です。 

ここで、主復水器による冷却が外部電源喪

失に伴う主蒸気隔離弁（ＭＳＩＶ）閉によって

不能となり、原子炉圧力・温度が上昇したた

め、（前年の起動設定圧変更【資料2-1：４

頁】によりＳＲＶではなく）主復水器の代替設

備である非常用復水器（ＩＣ）が自動起動し、

順調に冷却（冷やす）・減圧が開始されまし

た。そして、『鳴り砂308』および前述のとお

り、スクラム後は保安規定第７７条により「温

度降下率」は“適用外・遵守不要”なので、保

安規定「添付１ 原子炉がスクラムした場合の

運転操作基準」に従って、「十分な炉心冷却状

態を維持する」ことと「原子炉を冷温停止状態

まで冷却する」ことを目標にして、運転員は

「原子炉圧力がタービンバイパス弁、主蒸気逃

がし安全弁又は非常用復水器系により制御され

ていること」と「主蒸気逃がし安全弁の開閉状

態又は非常用復水器系の運転状態」を「連続的

に監視する」ことだけが求められていたので

す。また、地震手順書では、「地震において

は、…動作を期待する系統・機器が運転不能と

なる恐れがあるため、…健全な系統・機器によ

り原子炉を冷温停止する…」ことの重要性が強

調されていることから、自動起動したＩＣによ

る冷却を監視・継続させ（停止時冷却系ＳＨＣ

の作動圧まで減圧させ）、早期に冷温停止させ

ることが求められていたのです。 

実際には、その後の津波襲来により冷温停

止は不能となりましたが、それまでにＩＣの 
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約４０分間の作動継続により炉

心が冷却されていたなら、津波

による全電源喪失後の“事故対

応の余裕”（代替電源や水源の

準備余裕）が大きく異なったこ

とは明らかで、「早期炉心熔

融」を遅らせることができた可

能性（論点⑤の検証課題）も十

分にあったのではないでしょう

か。なぜなら、主復水器冷却不

能の場合、ＳＲＶによる急速減

圧冷却（＋ＲＣＩＣポンプや低

圧注水ポンプによる炉心注水）

によって「約１．５時間で冷温

停止状態まで冷却可能」＜2009.3.27新潟県・

設備小委 資料17-2-4＞とのことなので、ＳＲ

Ｖより強力な冷却能力を有するＩＣによる急速

減圧冷却なら「１．５時間」以下での冷温停止

達成の可能性が示唆されるからです（ＳＲＶも

ＩＣも、熱出力に応じた冷却能力を備えている

はずで、柏崎刈羽と福島第一との能力差は大き

くないはず）。 

 

⑶ 地震手順書隠しの真の意図 

＝「保安教育不十分」の責任逃れ 

 

また、「地震手順書」隠しは、運転員らが

地震手順書に準じた運転操作を‘行なわなかっ

た／行なえなかった／行なおうとしなかった’

真の原因追及がなされないようにする意図もあ

ることは明らかです。 

すなわち、１号機では、2010.2.11の地震手

順書新規作成後、第２６回定期検査

（2010.3.25～10.15）がありました。その期間

を利用すれば、地震手順書の周知・教育・訓練

を行なうことが十分できたにも関わらず、おそ

らくそれを“後回し・先送り”していたところ

（福島原発事故の最大の問題である津波想定・

対策の“後回し・先送り”と同じ構図）、“運

悪く”3.11を迎えてしまったものと思われま

す。そのため、3.11時点で運転員の誰も（事故

の進展・深刻化を防げた可能性が十分にある）

地震手順書を知らなかったことが明らかになれ

ば、東電の「保安教育の不十分さ」が証明され

てしまうため、地震手順書そのものの存在を徹

底的に隠ぺいすることで運転管理上の責任を回

避しようとしている可能性が極めて高いので

す。 

ちなみに、そのような地震手順書の周知・

教育・訓練の“後回し・先送り”が単なる筆者

の邪推でないことは、運転員らが地震手順書を

机上で読み合わせたり、「ステップ毎にチェッ

クしながら操作」＜事故時運転操作手順書（事

象ベース）「Ⅰ 総則」＞するなどの訓練を多

少なりとも行なっていれば、運転員の誰かが／

誰でも‘すぐに気付く’はずの、１号機には存

２．１１地震手順書作成

◆「原子力発電所運転管理年報」

保安規定・手順書変更 
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在しない「ＲＨＲ（残留熱除去系）」や「ＲＣ

ＩＣ（原子炉隔離時冷却系）」という機器に関

する記載（いずれも２号機の機器で、最初に作

成された２号機手順書を１号機用に転用（コピ

ペ）した際の校正ミスと思われます）が「１号

機地震手順書」に残されている事実により証明

されます。 

 

⑷ ＩＣ優先起動設定（保安規定・手順書 

変更）の認識なし＝「保安教育不十分」 

 

同様に、論点⑦にも関連しますが、最初に

触れたＩＣとＳＲＶの起動設定圧変更＝ＩＣの

優先作動に係る２０１０年６月の保安規定変更

（＊同年７月１日施行）や、それを反映させた

同年７月の手順書変更（＊１０５改訂・同年７

月７日施行）についても、保安教育の実施の有

無を確認する必要があります。 

それは、14:52に自動起動したＩＣでは、主

蒸気はＩＣタンクで熱交換・冷却されるため、

サプレッションプール水温は上昇しないのに、

１号機運転員は15:07と15:10に「プール冷却」

を開始＜最終別紙２：３頁＞しているからで

す。 

その理由について東電は、「今後のHPCI 

や主蒸気逃がし安全弁の動作に備えて」＜最終

別紙２：３頁＞だったと言い訳・正当化してい

ますが、実際には、中央操作室を共用していた

２号機運転員が、プールへの蒸気噴出を伴うＲ

ＣＩＣやＳＲＶの作動によるプール水温上昇に

備えて、15:00～07にプール冷却を開始＜中間

本編：25頁＞したため、１号機運転員も、長

年（入社以来？）教育・訓練を受けてきたスク

ラム後の圧力上昇時にはＳＲＶが作動する手順

を‘条件反射的’に思い出し、あるいは単に２

号機の操作につられて（当直長が一人なので、

２号機での操作を１号機にも指示？）、ＩＣ作

動時には不要な「プール冷却」を行なったもの

と思われます（付言すれば、２号機と同型の３

号機では、ＳＲＶ作動に伴うプール水温上昇が

見られたものの、「１／２号中央制御室の当直

の対応と異なり、…しばらくの間、ポンプを起

動させずに様子を見ることにした」とのこと＜

政府事故調中間報告本文編：83頁＞。このよ

うな一貫性のない事故対応も、東電の保安教育

の不備に起因）。 

また、ＩＣタンクで冷却された主蒸気・凝

縮水は全量が炉心に戻るため‘原子炉水位も低

下しない’ことから、プールへの蒸気噴出を伴

うＨＰＣＩによる炉心注水も不要で、したがっ

てＩＣ作動時にはプール水の温度上昇は‘決し

て起こらない’ので、そもそも‘備える必要が

ない’のです（上記言い訳は、報告書を作成し

た東電自身が‘ＩＣの特性を全く理解していな

い’証拠）。そして、その時点で‘今後（８～

１０時間後【資料2-2：９頁】）に備える’た

めの事故対応は、ＩＣ作動時に唯一求められる

「ＩＣタンク水の補給」ですが、１号機運転員

がそのような補給準備を行なった事実はありま

せん（補給の話は18:25や20:50になってからよ

うやく出てくるだけです＜中間本編：90頁

＞）。 

さらに、論点①に関して、運転員は「中央

制御室では，IC 起動による蒸気発生音を確認

した」【資料2-1：6,7頁】と述べていますが、

規制庁も指摘し、東電も認めているように、実

際には、ＩＣの特性として、作動直後はタンク

水温は沸点１００℃に達せず【資料2-1：８

頁】、「ブタの鼻（タンク水ベント管出口）」

【資料2-1：９頁左図】からの‘蒸気噴出は起

こり得ない’ので、上記弁明は後付け知識・言

い伝え（ＩＣが作動すれば大きな蒸気発生音が

する）と整合させようとした虚偽証言に過ぎな

いことは明らかです。 

以上のとおり、実際の１号機運転員の対応

を見る限り、スクラム後に、ＳＲＶではなく、

実作動訓練も操作経験もない“未知の”ＩＣが

優先起動することを認識しておらず、それが起

動した場合の前提となるＩＣの各種特性も十分

に理解していなかったことは明らかですが、そ

の真の原因は、前記の地震手順書と同様、ＩＣ

優先作動にした保安規定・手順書変更について

も、ＩＣの基本的特性についても、第２６回定

検時に十分に教育・訓練されなかったためで、

それは東電の「保安教育」の不備・軽視にあっ

たことは明らかです。 

 

⑸ 保安規定・手順書変更時の「保安教育」

の早期実施 

 

地震手順書やＩＣ優先作動の保安規定・手

順書変更の周知・教育・訓練を、その直後にあ

った第２６回定検時に実施せず、“後回し・先

送り”することを正当化した理由は、おそら

く、保安規定第１１８条「所員への保安教育」

で、運転員に対する保安教育の実施時期及び教

育時間について、表１１８－３に「３年間で３

０時間以上」との記載はあるものの、手順書・

保安規定等の改訂・変更（重大な変更であって

も）がなされた場合の適時・速やかな教育・訓

練の実施は定められておらず、また、『原子力

発電所運転員に対する教育・訓練マニュアル』
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においても、主機操作員や当直長も事故対応の

机上訓練やシミュレーター訓練を「３年に１回

程度」受講することが定められているだけなの

で＜『東京電力ＨＤ・新潟県合同検証委員会』

2018.5.18「検証結果報告書」添付3-58～59

＞、重要な改訂・変更があった場合でさえ速や

かな教育・訓練を実施するような規定は見当た

らず、最大３年もの“後回し・先送り”が保安

規定等により許されていたためと思われます。 

そして、そもそも、ＩＣの自動起動などの

設定は、運転員が気付かないうちに原子炉の圧

力上昇・冷却不足・水位低下などの異常事態が

発生した場合に、運転員操作に頼らず的確・即

時に対処するためですが、自動起動した原因・

理由を正確に認識して代替策を講じるまで安易

に停止させてはならないことは、保安規定「原

子炉がスクラムした場合の運転操作基準」の注

意事項に明記された異常時対応の大原則です

が、それを運転員は十分に認識していなかった

可能性も示唆されるのです。 

いずれにしても、結果的に、１号機のＩＣ

操作に係る不適切な事故対応・運転操作が事故

の拡大・早期炉心熔融を招いたことは明らかで

すが、繰り返しになりますが、その責任は運転

員にあるのではなく、必要な情報提供・教育・

訓練を実施していなかった東電の「保安教育の

不十分さ」にあったことは明らかで、「今後の

教訓」として、国内のいずれの原発において

も、具体的に手順書や保安規定等の変更・改訂

後の周知・教育・訓練を実施すべき時期や方法

について明確に規定・明文化するよう、検討会

で議論することが必要だと思います。 

 

◎「温度変化率」を遵守しない運転操作の意味するもの 

 

最後に、東電がＩＣの手動停止理由として

繰り返し主張する手順書・保安規定に定められ

た「温度変化率の遵守」が、実際のＩＣの運転

操作では遵守されていなかった実態を検証して

みます。 

 

⑴ 「温度変化率５５℃／ｈ」の意味 

 

『鳴り砂308』でも指摘しましたが、東電が

「非常用復水器の操作については、手順書で原

子炉圧力容器への影響緩和の観点から原子炉冷

却材温度変化率が５５℃／ｈを超えないよう調

整することとしている」＜中間本編：23頁＞

と述べており、また、保安規定第３７条でも

「原子炉冷却材温度」を運転上の制限とする目

的は「原子炉圧力容器の非延性破壊防止及び熱

疲労軽減のため」と述べられているとおり

（「非延性破壊防止」には、冷却材温度自体が

脆性遷移温度（制限値）以下にならないことが

求められますが）、「温度変化率の遵守」は主

に原子炉圧力容器という“財産保護”のための

ものでしかなく、異常発生時には「止める・冷

やす・閉じ込める」の“大原則”が優先するた

め、既に述べたように、保安規定第７７条に

「運転上の制限は適用されない」と明記され、

緊急時の冷却操作に悪影響を与えないよう規定

されているのです。また、そもそも「温度変化

率５５℃／ｈ」は、その単位（℃／ｈ）から明

らかなように、「１時間（１ｈ）に１回確認」

する指標であり、また、超過した場合に「制限

値以内に復旧する」までの「完了時間」も、要

求される措置を可能な限り短時間で実施すべき

「速やかに」ではなく「１時間」とされている

ものです。スクラム時のように、ＩＣ、ＳＲ

Ｖ、ＨＰＣＩ、ＲＣＩＣなどの自動作動によっ

て急冷却・急減圧がなされるような状況下で

は、‘１時間単位での悠長な確認・操作’など

に構っているヒマ（考慮する余裕）はなく、だ

からこそ第７７条で適用外となっているので

す。 

ちなみに、東電は、１号機の「温度変化率

遵守」によるＩＣ手動停止を正当化することを

意識して、地震後の２・３号機の「ＳＲＶ＋Ｒ

ＣＩＣ」による圧力・温度変動について、「原

子炉水温…の記録で確認可能な１時間程度の範

囲において数１０℃程度の変化で安定してい

る」＜中間本編：24、26頁＞と記述し、さも

「温度変化率」が重要な操作指標であるかのご

とく報告しています。しかしながら、そこでも

「１時間程度の範囲」での温度変化を対象とし

ていることは明らかで、特にＳＲＶ開閉作動に

伴う「短時間の温度変化率：℃／min」（ジグ

ザグ的圧力変動）などを対象とするものではな

いことは明らかです。また、上記２・３号機に

かかる記述自体が、地震・スクラム後は「温度

変化率」（原子炉水温が「数１０℃程度の変化

で安定している」かどうか）が保安規定第７７

条で考慮不要となっていることを理解していな

いもの（または第７７条の存在を意図的に隠す

ためのもの）でしかありません。 

 

⑵ 「温度変化率」は遵守されず 
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検討会論点②で最も注意すべき点は、「温

度変化率遵守」が、これまでの他の東電報告資

料や【資料2-2：５頁】において、自動起動し

たＩＣの“手動停止を正当化する理由・根拠”

としてのみ主張・強調されていることです。 

これは、１号機運転員による地震直後の

「ＩＣ手動停止」に起因する“津波襲来前の冷

却不足”が、早期の炉心熔融・水素爆発などの

事故拡大の“引き金”となったことにより、東

電が「事故対応・運転操作上の法的責任」を追

及されることを恐れ、保安規定・手順書に従っ

た操作だと“正当化・責任逃れ”するために思

いついたものでしかなく、だからこそＩＣ手動

停止の正当化に用いられた段階で“お役御免”

となり、その後の３度の１系統のＩＣ手動操作

時には、「温度変化率遵守」について一切言及

されていないのです。 

そこで、１号機運転員が本当に「温度降下

率遵守」規定に従っていたのか、実際のＩＣ手

動操作時に「５５℃／ｈ」以下になっていたの

かどうか、検証してみればいいのです。また、

比較検討のために、敦賀１の「H15.12.19」と

「H16.6.8」の２回のＩＣ手動操作時＜

2011.11.18日本原電「敦賀１ 作動実績」＞に

ついても、さらに、福島第一・１号機での

「H4.6.29」の‘初のＩＣ作動’時＜＊

2015.1.8新潟県技術委員会・課題別２「第５回

補足説明資料Ⅲ－２－⑩追加資料」。このＩＣ

作動の事実は、東電が秘匿もしくは完全忘却し

ていたもので、上記会合で初めて明らかに。吉

田所長の政府事故調聴取記録＜H23.7.22、

H23.8.8・9＞にあった記憶の方が正しかった

ことが判明＞についても、検証してみればいい

のです。ちなみに、筆者の試算（温度変化を変

化時間で単純に割った１時間換算値）では、１

号機での３度のＩＣ１系統の手動操作時も含

め、上記の全てのケースで‘温度降下率を全く

遵守できていない’結果が得られています＜

2019.1.12もっかい事故調オープンセミナー資

料＞。付言すれば、１号機の３度の手動操作の

際の「圧力調整」についても、「7.06～

6.27MPa」【資料2-1：12頁】という調整範囲

を大きく超過している一方で、敦賀１ではほぼ

範囲内となっていりことから、１号機では“不

慣れな”ＩＣ手動操作が‘おっかなびっくり’

なされていたことが分かります。 

この点は、そもそも保安規定第７７条によ

り温度降下率遵守規定は適用外になっており、

ＩＣ手動操作時に温度降下率（や圧力調整範

囲）が遵守できていないこと自体は、何ら問題

視すべきものではありません。また、前記のと

おり、そもそも温度変化率は１時間程度での変

動を対象とすべきもので、（筆者が試算したよ

うな）短時間での変動について適用すべきもの

でもありません。逆に言えば、スクラム後の短

時間で圧力（温度）低下が生じたことに対し

て、１時間程度の変動を問題とする温度降下率

遵守を理由にＩＣを手動停止すること自体が誤

っていたことは明らかです。なぜなら、仮に、

自動起動したＩＣが、圧力（温度）低下などに

より自動停止する機能を有していたなら＜＊こ

のようなＩＣの詳細な設定や「ユニット操作手

順書」等は東電が検討会に公開すべきです＞、

あるいは一定時間後の手動停止を想定していた

としたなら、自動・手動停止後の圧力（温度）

の再上昇を考慮すれば、１時間単位の変動全体

では温度降下率規定を満たしていた可能性もあ

るはずだからです。 

 

いずれにしても、東電が未だに責任逃れのた

めの情報隠し・虚偽説明を続けていることに鑑

みれば、検討会が主体的に情報収集・証拠集め

を行ない、徹底的に東電の責任追及を図るべき

ことは明らかで、今後の議論にも大いに注目し

たいと思います。 

なお、検討会二回目（第48回）の内容や、本

稿では触れなかった問題点についても、次号で

検証したいと思います。 

 ＜2024.11.18＞ 

 （仙台原子力問題研究グループＩ） 

 

◆●▼▲■◇○▽△□◆●▼▲■◇○▽△□◆●▼▲■◇○▽△□◆●▼▲■◇○▽△□◆ 

 

【女川原発アラカルト】 
【９月】 

17日（火） 『河北新報』、1面で、20日まで 4日

間にわたり「原発と被災地～迫る再稼働」特集。 

19日（木） 東北電力、9月 13日に女川 2号機で

「非常用ガス処理系」が計画外に作動した事故

の原因は、「ルールが不明確で、保修部門の教育

も不十分だった」と説明。 

20日（金） 風の会、原子力規制委員会（女川原

子力規制事務所）と女川町・石巻市・宮城県に、

「毒ガス防護」で申入れ行動。「石巻かほく」「河
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北新報」「石巻日日」が報道。6名参加。 

 東北電力、女川 2号機の原子炉建屋地下１階

の放射線管理区域で、制御棒を動かす水圧系統

の６つの弁の軸封部から計約 4㍑の水が漏えい

する事故が発生と発表。 

22日（日） 脱原発をめざす首長会議、石巻市か

ほくホール（三陸河北新報社ビル）で学習会。

現地報告：多々良哲氏（「女川原発の再稼働を許

さない！ みやぎアクション」世話人）、特別報

告：三浦一敏県議（「脱原発をめざす宮城県議の

会」副会長）。30 名参加。記者会見、緊急声明

「不安な避難計画では女川原発２号機は停止し

たままに」を公表。翌日、女川原発を視察。 

26日（木） 東北電力、特定重大事故等対処施

設の「設計及び工事計画認可」の機械・電気設

備に関する内容を原子力規制委に申請。 

28 日（土） みやぎアクション、「防潮堤の安全

性の問題について」ZOOM学習会、講師：㈱鶴巻

技術士事務所鶴巻広一氏（技術士、建設部門、

総合技術監理部門）。12名参加。 

29日（日） 日本基督教団東北教区放射能問題

支援対策室いずみ、「第 96回甲状腺エコー検

査 inわたり」、悠里館、寺澤政彦医師（てらさ

わ小児科／仙台市）、29名が受診。 
30日（月） みやぎアクションと原発問題住民運

動宮城県連絡センター、「女川原発に関わる広

報の誤りの訂正と、乾式貯蔵施設の設置計画に

関する住民説明会の開催を求める要請書」「女

川原発に関する広報「より、そう、ちから」に

関する質問書」を東北電力に提出。村井知事宛

て「乾式貯蔵施設の設置計画に関する住民説明

会の開催をあらためて求める要請書」を提出。

記者会見。6名参加。 

【１０月】 

2日（水） 県、気仙沼市上東側で 9月 18日に捕

獲されたニホンジカから 130 ㏃/㎏の放射性セ

シウムを検出したと発表。 

5 日（土） 三陸の海を放射能から守る岩手の会

等 3 団体、3.11 時の女川原発での 20μ㏜の測

定は福島原発事故由来ではなく、女川原発由来

ではないかと、東北電力にメールで「東日本大

地震時女川原発の MP の線量急上昇他に係る質

問書」送付。 

 東北電力樋口康二郎社長、女川原発 2号機の

再稼働について、村井嘉浩知事、須田善明女川

町長、斉藤正美石巻市長の視察後、今月下旬に

原子炉を起動させる方針を記者団に表明。 

6日（日） みやぎアクション、オンライン会議。

14名参加。11/9、15名参加。 

7日（月） 東北電力、女川 2号機の原子炉を 29

日に起動する方針を原子力規制庁に報告。 

9日（水） 女性ネットみやぎ・住民運動県連絡

センター、「新・原発推進政策の撤回を求める

全国署名」街頭署名行動、平和ビル前。 

10日（火） 東北電力、県・女川町・石巻市なら

びに登米市・東松島市・涌谷町・美里町・南三

陸町に 9 月分の女川原発 1及び 2・3号機の「定

期事業者検査」の状況報告。2 号機再稼働工程

の実施状況、9 月 3 日～9 日燃料装荷、10 日～

18日炉心確認、19日～29日原子炉復旧と公表。 

  仙台市消防局、4月の「西仙台ゴルフ場メガ

ソーラー発電所」火災、「パワーコンディショ

ナー」から出火したとする調査結果を発表。 

11日（金） 日本原水爆被害者団体協議会（被

団協）、ノーベル平和賞を受賞。 

  東北電力、女川町議会原発対策特別委員会で、

21 日には石巻市議会総合防災対策特別委で、2

号機再稼働工程を説明。相次ぐトラブルに苦言。 

12日（土） 脱原発金曜スタンディングの会、映

画『我が友原子力～放射能の世紀』上映会、2、

3 回目上映後に渡辺謙一監督のトーク、仙台市

戦災復興記念館 4階研修室。約 120名参加。 

14日（月・祝） あいコープみやぎ、安定ヨウ

素剤配布会、名取市下増田公民館研修室 1,2。 

18日（金） みやぎアクション等 2団体、9/30

「要請書」への回答書を受け取り原対課交渉。

内容はこれまでどおりのゼロ回答。9名参加。 

ふるさとを返せ！津島原発訴訟控訴審、現地

進行協議（裁判官現地視察）。 

20日（日） ＮＰＯきらきら発電、オンライン学

習会「福島事故避難生活者の今～岡山からの報

告」講師：服部育代さん（一般社団法人ほっと

岡山代表理事）、ZOOM ミーティング。福島原発

事故を契機に、避難生活をしている方々の相談

や支援活動の状況が報告された。参加は 11 名

と少なかったが有意義な学習会に。 

放射能問題支援対策室いずみ、「第 97回甲

状腺エコー検査 inまるもり」、舘矢間まちづく

りセンター、寺澤政彦医師、29名が受診。 
23 日（水） 山形・幸せの脱原発ウオーキング、

さようなら原発米沢、さよなら原発酒田・飽海

の会、東北電力に『女川原発再稼働の中止要望

と質問について』、吉村美栄子山形県知事に『女

川原発 2 号機の再稼動に関する要望について』

を提出。 

24 日（木） 秋保地区の住民ら 10 団体連名で、

太陽光パネル製造工場計画中止を求める陳情書

を郡和子仙台市長と市議会議長に提出。 

25日（金） みやぎアクション等 2団体、9/30東

北電力宛要請書・質問書への口頭回答を聞き質
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疑応答、「フィルターベントをはじめあらゆる安

全装置が過酷事故の際に機能するかはその条件

下になってみないと分からない」という趣旨の

電力発言には驚き。11名参加。記者会見。 

29 日（火） 女川から未来を考える会等 2 団体、

11時、女川原発 2号機原子炉起動に抗議するた

め、女川、石巻をはじめ県内各地や福島から 35

名が集まり、女川原発ゲート前で申入れ行動。

東北電力、ゲート前での受け取りを拒否、社員

の対応は一切なく、その場で「申入書」を読み

上げ再稼働中止を求めた。抗議集会後、原発が

見える小屋取浜に移動、参加者一人一人から再

稼働に対する思いを語る集会を持ち、原発に向

けて抗議のシュプレヒコール。 

有志ら延べ 20名、午前と午後、東北電力本店

前で抗議のスタンディング。１6 時、みやぎア

クション等 3団体、本店前で抗議行動後、抗議

声明『東北電力は女川原発 2号機の原子炉起動

を中止せよ！』を 1階ロビーで提出。福島から

も参加があり、50名を超える県民・市民が、再

稼働の中止を求めた。 

 東北電力、29日午後 7時、燃料集合体 560本

が収められた炉心から制御棒 137本を段階的に

引き抜き、30 日午前 0 時 12 分に「臨界」状態

に達したと発表。 

【１１月】 

1日（金） 山形・幸せの脱原発ウオーキング、山

形県庁で記者会見、31日に吉村山形県知事から

「原発は安全性の最優先が大前提」とする回答

を得たと公表、女川 2号機再稼働中止を訴えた。 

2 日（土） さようなら原発みやぎ実行委、動か

すな！女川原発 11.2全国集会、協賛:さような

ら原発 1000万人アクション、仙台市花京院緑地

公園。司会：立石美穂さん、主催者挨拶：篠原

弘典さん、発言：武藤類子さん（1000万人アク

ション世話人）、中道雅史さん（核燃料廃棄物搬

入阻止実行委員会事務局長）、県内外リレースピ

ーチ：赤間妃史さん（岩手）・阿部美紀子さん（女

川）・斉藤みや子さん（再稼働差止訴訟原告）・

ひぐちのりこさん（女性議員有志の会）・ゆさみ

ゆきさん（県議の会）、岩渕友参議院議員、集会

宣言：入島とよみさん（女性ネット）。東北電力

本店前をデモ行進。雨の中、400名参加。 

東北電力、再稼働した女川 2号機の発電と送

電を 3日に開始すると発表。当初は 7日の想定

だったが、１日午後 8 時 46 分にタービンを起

動、起動後に実施を計画していた振動を抑える

調整作業が不要となったとして前倒。 

3 日（日） 東北電力、女川 2 号機の機器トラブ

ルで原子炉停止を発表。原子炉内にある「中性

子検出器」を校正する「移動式炉心内計装系（Ｔ

ＩＰ）」4個を「案内管」にケーブルで送り込む

作業中、1個が動かなくなり手動で引き抜いた。

4日、午前 2時制御棒挿入、午前 8時 36分未臨

界状態、午後 0 時 25 分冷温停止を確認。13 年

7ヶ月ぶりの再稼働 5日半で原子炉停止。 

5 日（火） みやぎアクション等 3 団体、東北電

力に「集会宣言（抗議声明）」と「移動式炉心内

計装系（ＴＩＰ）のトラブルについての質問書」

を提出し再稼働中止を要請。本店前で抗議のシ

ュプレヒコール、60名参加。 

「第 170回女川原子力発電所環境調査測定技

術会」、ハーネル仙台 3階蔵王の間。市民 3名＋

電力関係 3名＋記者 1名傍聴。 

6日（水） 斉藤石巻市長、原子炉停止に「東北電

力にトラブルを起こすと信頼を損ねると言って

きた。ミスが起きたのは残念だ」と苦言。 

8日（金） 東北電力、100％出資合同会社「白石

越河風力」の風力発電所起工式。 

9日（土） みんなの放射線測定室「てとてと」13

周年イベント、講演会と安定ヨウ素剤配布会―

放射能って何？どこがどう危ないの？―、「次の

原発事故が起きた時に大切なひとを守るために」

講師：牛山元美さん（3.11 甲状腺がん子ども基

金顧問）、大河原中央公民館会議室。30名参加。 

11日（月） 東北電力、移動式炉心内計装系の検

出器（ＴＩＰ）の事故原因について、機器を原

子炉内に送り込む「案内管」の接続部のナット

の締め付け不足で、ナットが緩み原子炉格納容

器内の案内管が外れたと発表。 

12日（火） 東北電力、「229 ヶ所のナットの点検

が終了した」として 13日の再起動を発表。13 日

9 時に再々起動に踏み切り、昼 11 時 55 分「臨

界」。さらに、15 日午後 6 時、発電再開（再稼

動）を強行。 

13日（水） みやぎアクション等 3団体、機器ト

ラブルで停止した女川原発 2号機を拙速にも再

起動した東北電力に対し、本店前で 50 名の市

民が「女川原発再稼働するな！」とシュプレヒ

コールを叩きつけた後、その熱気を帯びた代表

団 7名が 1階会議室で抗議文を読み上げ提出。 

 東北電力、県・女川町・石巻市ならびに登米

市・東松島市・涌谷町・美里町・南三陸町に 10

月分の女川原発 1及び 2・3号機の「定期事業者

検査」の状況報告。 

14日（木） 「やくらいゴルフ倶楽部」の土

地・建物転売問題、カナディアン・ソーラー

（本社カナダ）子会社 CS宮城加美町（東京）

の所有権確認訴訟第 1回口頭弁論、仙台地裁、

加美町側の所有権返還訴訟と併合審理に。 
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15日（金） 脱原発金曜スタンディングの会、女

川２号機発電再開（再稼動）強行に抗議し『昼

スタンディング』、仙台フォーラス前。9/20日 8

人、27日 8人、10/4日 7人、11日 9人、18日

8人、25 日 8人、11/1日 9人、8日 8人、15日

7人参加。 

 「女川原発再稼働ストップ！みやぎ女性議員

有志の会」、「再稼働はあり得ない」と県議会議

事堂 1階応接室で集会。県議や仙台市議、元女

川町議等 14名参加。 

 新日本婦人の会宮城県本部、「原発から再生可

能エネルギーへの転換へ～実践と未来」講師：

水戸部秀利氏（若林クリニック医師 NP0きらき

ら発電・ 市民共同発電所理事長）、工ル・パー

ク仙台 6Fスタジオホール、60名参加。 

18日（月） 岩手の会等 3団体、10.5付「東日本

大地震時女川原発の MP の線量急上昇他に係る

質問書」に対する口頭回答で東北電力と面談。

疑問は解消せず！ 県政記者会で記者会見。岩

手 3名＋風の会 2名参加。 

19日（火） 「第 170回女川原子力発電所環境保

全監視協議会」「令和 6 年度環境放射能監視検

討会」、ハーネル仙台 3階蔵王。市民 1名＋電力

関係 2名傍聴。 

 

●脱原発みやぎ金曜デモ 
【９月】 

【反戦】脱原発のみをシングルイシューとしてき

た脱原発みやぎ金曜デモですが、戦争による原

発災害の危機が現実のものとなったのを踏まえ、

ウクライナに対する戦争を直ちに停止せよ、と

訴えます。 

20 日（金） 第 539 回「金曜デモ」、雨も弱くな

り、元鍛冶丁公園から 20名の市民が参加。 

27 日（金） 第 540 回「金曜デモ」、元気に、元

鍛冶丁公園から 20名の市民が参加。 

【１０月】 

4日（金） 第 541回「金曜デモ」、雨の為デモは

中止、元鍛冶丁公園で 1人 1言アピール集会、

15名の市民が参加。 

11 日（金） 第 542 回「金曜デモ」、肴町公園か

ら 20名の市民が参加。 

18日（金） 第 543回「金曜デモ」、29日原子炉

起動予定に再稼働やめろ！の声を仙台の街で響

かせ、元鍛冶丁公園から 20名の市民が参加。 

25 日（金） 第 544 回「金曜デモ」、原子炉起動

NO！と、元鍛冶丁公園から 35名の市民が参加。 

【１１月】 

2日（土） 第545回「金曜デモ」（動かすな！女

川原発11.2全国集会）、武藤類子さんの発言

「福島で起きたことは日本のどこでも起きうる

ことです。宮城をこのような場所にしてはなり

ません。この無責任な暴力を止めなければなり

ません。原発を動かしてはならないのです」

と、雨の中、仙台市花京院緑地公園から400名

の市民が参加。 

8日（金） 第 546回「金曜デモ」、元鍛冶丁公園

から 20名の市民が参加。 

15 日（金） 第 547 回「金曜デモ」、元鍛冶丁公

園から 15名の市民が参加。 

 

●汚染廃棄物「焼却」を 

めぐる動き 
【９月】 

27日（金） 大崎耕土を放射能汚染させない連

絡会と「放射能汚染廃棄物『一斉焼却』に反対

する宮城県民連絡会『一斉焼却』に反対する県

民連絡会」、宮城県環境生活部放射性物質汚染

廃棄物対策室宛てに「放対室の回答を受けての

見解と質問並びに要望」提出。 

30 日（月） 大崎連絡会、伊藤康志大崎市長宛て

『9月 13日付回答に関する見解と再々質問並び

に要望』を提出。 

【１０月】 

22日（火） 大崎連絡会、第三回目の田代放牧場

で視察・監視行動。研究者含め 5名参加。 

25 日（金） 大崎連絡会、9 月 30 日付け市長宛

「要望と質問」に対し、文書回答と所管課面談。

市長に向けた県外焼却の道義的責任については

今回も言及はなく、さらに市の発注者責任につ

いての明快な回答はなし。積み残し部分は後日。 

県放対室、9月 27日「要望と質問並びに要望」

に回答。回答書は実に形式的で不誠実なもので、

併せて要望した面談にも「面談お断り」と拒否。 

（空） 
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